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賃借料加算に係る調書（小規模等用）

	施　設　名
	
	区分
	１新規　２継続　３変更　４廃止


　※区分については、該当する番号を○で囲むこと。

	１　建物の概要
	建物①
	所在地
	

	
	賃貸人
	

	
	賃料
	

	
	契約期間
	



	建物②
	所在地
	

	
	賃貸人
	

	
	賃料
	

	
	契約期間
	



２　算定要件
　　該当する項目全てに☑を記入すること。

□　保育の用に供する賃貸物件である
□　当該賃貸物件に係る賃借料が発生している
□　「賃貸物件による保育所整備事業」等の国庫補助を受けた施設・事業所については、当該補助に係る残額が生じていない
□　特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（内閣府告示第４９号）第１条第５０号の規定による減価償却費加算の対象となっていない
□　賃貸借契約書等（写し）を添付すること





記 載 例

[bookmark: _GoBack]　令和2年11月15日

賃借料加算に係る調書（小規模等用）

	施　設　名
	●●保育園
	区分
	１新規　２継続　３変更　４廃止


　※区分については、該当する番号を○で囲むこと。

	１　建物の概要
	建物①
	所在地
	三木市●●町●●　●－●

	
	賃貸人
	株式会社●●

	
	賃料
	月額＊＊＊＊＊円

	
	契約期間
	平成２９年４月１日～令和６年３月３１日



	建物②
	所在地
	

	
	賃貸人
	

	
	賃料
	

	
	契約期間
	



２　算定要件
　　該当する項目全てに☑を記入すること。

☑　保育の用に供する賃貸物件である
☑　当該賃貸物件に係る賃借料が発生している
☑　「賃貸物件による保育所整備事業」等の国庫補助を受けた施設・事業所については、当該補助に係る残額が生じていない
☑　特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（内閣府告示第４９号）第１条第５０号の規定による減価償却費加算の対象となっていない
☑　賃貸借契約書等（写し）を添付すること





